
部局名 教育委員会

課　名 文化財課

№ 根拠 根拠規定の名称 条項

1 例規 都城市都城歴史資料館条例 第7条

2 例規 都城市都城歴史資料館条例 第10条

3 例規 都城市大島畠田遺跡歴史公園条例 第6条

4 例規 都城市大島畠田遺跡歴史公園条例 第8条

5 例規 都城市大島畠田遺跡歴史公園条例 第13条

6 例規 都城市文化財保護条例 第10条第3項

7 法令 文化財保護法施行令 第5条第4項第1号

占用許可の取消し等

過料

史跡名勝天然記念物の現状変更の許可
の取消し又は行為の停止命令

様式Ｂ－１

不利益処分一覧

不利益処分の内容

退館命令

入館料の納付

監督処分

現状の変更の停止等



様式Ｂ－２

部 局 名 教育委員会

課 名 文化財課

1

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

処 分 基 準

【都城市都城歴史資料館条例】
(入館料)
第7条　資料館に入館しようとする者は、別表に定める入館料を納付しなければ
ならない。

別表（別シート）

処分基準整理票

基準所管課

市長

入館料の納付

規 定 の 名 称 条 項

№

適用除外（都城市行政手続条例第13条第2項第4号）

平成29年12月28日

平成30年10月1日

都城市都城歴史資料館条例 第7条

都城市都城歴史資料館条例 第7条



別表(第7条関係)

単位 基礎額 単位当たりの入館料の額

個人 1人 200円

基礎額と当該金額に消費税法(昭和63年
法律第108号)に定める消費税の税率を
乗じて得た額及びその額に地方税法(昭
和25年法律第226号)に定める地方消費
税の税率を乗じて得た額を合算した額を
加えた額とする。この場合において、単
位当たりの入館料の額に10円未満の端
数が生じたときは、これを切り捨てる。

団体(20人以上) 同上 150円 同上

個人 同上 150円 同上

団体(20人以上) 同上 100円 同上

個人 同上 100円 同上

団体(20人以上) 同上 50円 同上

備考　「高校生」とは、高等学校(高等専門学校を含む。)又はこれに準ずるものに在学する者をいう。

区分

一般

高校生

小学生及
び中学生



様式Ｂ－２

部 局 名 教育委員会

課 名 文化財課

2

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

適用除外（都城市行政手続条例第13条第2項第1号）

平成29年12月28日

平成30年10月1日

都城市都城歴史資料館条例 第10条

都城市都城歴史資料館条例
都城市都城歴史資料館条例施行規則
都城市暴力団排除条例

第10条
第8条
第8条

処 分 基 準

【都城市都城歴史資料館条例】
(入館制限)
第10条　教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、入館を拒否し、
又は退館を命ずることができる。
(1)　施設又は展示品等を損傷するおそれがあると認められるとき。
(2)　この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反し、又はそのおそれがあ
ると認められるとき。
(3)　前2号に掲げる場合のほか、管理上支障があると認められるとき。

【都城市都城歴史資料館条例施行規則】
(遵守事項)
第8条　入館者は、次に掲げる事項を守らなければならない。
(1)　公の秩序又は善良な風俗をみださないこと。
(2)　館内の施設、設備、備品等を汚損し、損傷し、又は滅失するおそれがある
と認められる行為をしないこと。
(3)　他人の迷惑となるような行為をしないこと。
(4)　館内で喫煙し、又は火気を使用しないこと。
(5)　前各号に掲げるもののほか、資料館職員の指示に従うこと。

【都城市暴力団排除条例】
(公の施設の利用における制限)
第8条　市長、都城市教育委員会(以下「教育委員会」という。)又は地方自治法
(昭和22年法律第67号)第244条の2第3項の規定により指定された法人その他の団
体は、市が設置した公の施設のうち、多人数を収容できる会議場、集会場、その
他これらに類する施設の利用が、暴力団を利することとなると認めるときは、当
該施設利用を許可せず、又は当該利用の許可を取り消すことができるよう必要な
措置を講ずるものとする。

処分基準整理票

基準所管課

教育委員会

退館命令

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 教育委員会

課 名 文化財課

3

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

聴聞

平成29年12月28日

平成30年10月1日

都城市大島畠田遺跡歴史公園条例 第6条

都城市大島畠田遺跡歴史公園条例 第6条

処 分 基 準

【都城市大島畠田遺跡歴史公園条例】
(占用許可の取消し等)
第6条　教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、第4条第1項の許
可を取り消し、又は歴史公園の占用を中止させ、若しくは制限すること(以下
「占用許可の取消し等」という。)ができる。
(1)　占用の許可を受けた者が、許可を受けた占用の目的に違反し、又はそのお
それがあるとき。
(2)　占用の許可を受けた者が、この条例若しくはこの条例に基づく規則又は教
育委員会が指示した事項に違反したとき。
(3)　占用の許可を受けた者が虚偽その他の不正の手段により占用の許可を受け
たとき。
(4)　天災地変その他やむを得ない理由により歴史公園の占用ができなくなった
とき。
(5)　公益上必要があると認められるとき。
(6)　前各号に掲げる場合のほか、歴史公園の管理上特に必要と認められると
き。

処分基準整理票

基準所管課

教育委員会

占用許可の取消し等

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 教育委員会

課 名 文化財課

4

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

聴聞

平成29年12月28日

平成30年10月1日

都城市大島畠田遺跡歴史公園条例 第8条

都城市大島畠田遺跡歴史公園条例 第8条

処 分 基 準

【都城市大島畠田遺跡歴史公園条例】
(監督処分)
第8条　教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、この条例の
規定による許可を取り消し、その効力を停止し、若しくはその条件を変更し、又
は歴史公園に存する工作物その他の物件若しくは施設(以下この条において「工
作物等」という。)の改築、移転若しくは除却、当該工作物等により生ずべき損
害を予防するため必要な措置をすること、若しくは歴史公園を原状に回復するこ
と、又は歴史公園から退去することを命ずることができる。
(1)　この条例又はこの条例の規定に基づく処分に違反している者
(2)　この条例の規定による許可に付した条件に違反している者
(3)　偽りその他不正な行為によりこの条例の規定による許可を受けた者
2　教育委員会は、次の各号のいずれかに該当するときは、この条例の規定によ
る許可を受けた者に対し、前項に規定する必要な措置を取ることができる。
(1)　歴史公園に関する工事のためやむを得ない必要が生じたとき。
(2)　歴史公園の保全又は公衆の歴史公園の利用に著しい支障が生じたとき。
(3)　歴史公園の管理上の理由以外の理由に基づく公益上やむを得ない必要が生
じたとき。
3～9　(略)

処分基準整理票

基準所管課

教育委員会

監督処分

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 教育委員会

課 名 文化財課

5

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

弁明の機会の付与（地方自治法第255条の3）

平成29年12月28日

令和2年10月1日

都城市大島畠田遺跡歴史公園条例 第13条

都城市大島畠田遺跡歴史公園条例 第13条

処 分 基 準

【都城市大島畠田遺跡歴史公園条例】
(罰則)
第13条　次の各号のいずれかに該当する者に対しては、5万円以下の過料に処す
る。
(1)　第3条第1項又は第3項の規定に違反して同条第1項各号に掲げる行為をした
者
(2)　第5条の規定に違反して同条各号に掲げる行為をした者
(3)　第8条第1項の規定による教育委員会の命令に違反した者

処分基準整理票

基準所管課

教育委員会

過料

規 定 の 名 称 条 項

№



様式Ｂ－２

部 局 名 教育委員会

課 名 文化財課

6

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

処 分 基 準

【都城市文化財保護条例】
(現状変更の制限)
第10条
3　教育委員会は、第1項の承認を受けた者が前項の条件に従わなかったときは、
承認に係る現状の変更の停止を命じ、又は承認を取り消すことができる。

処分基準整理票

基準所管課

教育委員会

現状の変更の停止等

規 定 の 名 称 条 項

№

聴聞

平成30年10月1日

―

都城市文化財保護条例 第10条第3項

都城市文化財保護条例 第10条第3項



様式Ｂ－２

部 局 名 教育委員会

課 名 文化財課

7

処 分 権 者

不 利 益 処 分 の 内 容

根拠規定／基準 規定

根 拠 規 定

基 準 規 定

聴 聞 ・ 弁 明 手 続

基 準 設 定 日

最 終 更 新 日

処 分 基 準

※文化財保護法施行令第5条第4項第1号イからリまで及びルに掲げる現状変更等
が市の区域内において行われる場合、同号ヌに掲げる現状変更等を行う動物園又
は水族館が特定区域内に存する場合並びに同号ヲに規定する指定区域が特定区域
内に存する場合

【文化財保護法】
(現状変更等の制限及び原状回復の命令)
第125条
７　第一項の規定による許可を受けず、又は第三項で準用する第四十三条第三項
の規定による許可の条件に従わないで、史跡名勝天然記念物の現状を変更し、又
はその保存に影響を及ぼす行為をした者に対しては、文化庁長官は、原状回復を
命ずることができる。この場合には、文化庁長官は、原状回復に関し必要な指示
をすることができる。

処分基準整理票

基準所管課

教育委員会

史跡名勝天然記念物の現状変更の許可の取消し又は行為の停止命令

規 定 の 名 称 条 項

№

聴聞

平成30年10月1日

―

文化財保護法施行令 第5条第4項第1号

文化財保護法 第125条第7項


